第８回コミュニティ審議会 会議録
１　開催日時　平成２１年７月２１日(火)

午後２時から５時００分
２　場　　所　市役所第１庁舎３階　庁議室
　３　出 席 者　相川征治会長、狼正久委員、川嶋英幸委員、佐藤隆雄委員、鈴木智子委員、河村栄夫委員、島田鍈次郎委員、高橋義武委員、龍田進委員、富田キヨ子委員、稲見義弘委員、長岡みつ江委員、酒井邦夫委員　　　（１３名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
欠 席 者　阿部洋己、梅谷秀治委員、渡辺雅美委員　　（３名）

　　事務局　コミュニティ課 倉田次長、高橋補佐、樋口係長
４　議　　題
　○報告及び協議事項について
　（１）報告事項
・行政から
（２）答申内容の具現化について
　・全市コミュニティ推進会議の具体的な進め方について
　・地域まちづくり協議会の具体的な進め方について
· 人材育成の具体的な進め方について
· 行政連絡員制度の具体的な進め方について
５　会議内容
（相川会長）
　　・まずは、本日の審議会が成立していることを報告する。

　　・それでは、行政連絡員部会の報告をお願いします。
（龍田委員）
　　・６月２３日、行政連絡部会を行った。
　　・行政連絡員それから各自治会に公金を出しており、その辺が適正かどうか意見を交わしていきたい。将来的にはどういうものがいいかについて意見交換した。
　　・次回は７月２９日第５回を行いたい。
（相川会長）
　　行政から報告願います。
（事務局）
　　（資料により説明）

　　　・江戸川大学との公開講座について
（相川会長）
　　「全市コミュニティ推進会議の進め方について」稲見委員報告願いします。
（稲見委員）
　　（資料により説明）

　　
（相川会長）
　　役割、会議委員構成、第３条（組織）について意見をいただきたい。
（島田委員）
今日の資料で全市コミュニティ推進組織という名称になってい
　るが、これは全市コミュニティ推進会議を意味しているのか、また、
新たな推進組織をつくりあげる考えでいるのかその辺を伺いたい。
　　
（稲見委員）
　　推進会議は、推進委員会ということでご理解いただきたい。
（相川会長）
　　答申では推進会議と表現しているが、議論する中で実際に活動する部隊なので委員会にしたらどうかという意見が出て部会で決めた。
（鈴木委員）
　　第７条の委員の処遇とは、どう解釈したらよいのか。
（稲見委員）
　　審議会委員と同じ処遇を考えている。
　　
（狼委員）
· 答申では推進組織は、市民参加と行政参加の協働組織という書
き方をしている。
· 今の説明を聞くと行政組織として位置づけているように捉え
ら、答申とずれていると思うがどうか。
· 私は、協働の組織という精神を生かした形の規則をつくる必要
があるし、そういう主旨で推進委員会をつくるべきではないかと考える。
（相川会長）
　　・この問題はずっと議論してきたことで、火付け役は行政が行なわなければ物事は動かない。
・少し我慢してもできるだけ理想的に住民が動くのを待つという議論があるが、それは非常に悩ましい二つの原案提起がある。
（狼委員）
· 別に公設でもよいが、運営は市民主体であれば私は構わない。
　　・目的の第１条の中のコミュニティ施策という表現からもあくまでも行政がやるということになることから、この言葉を変えないと精神からはずれる。
（相川会長）
　　その辺の表現は重要である。
（稲見委員）
　　要綱や規則になると住民がつくるわけにはいかない。
（相川会長）
　　そうである。
　　
（稲見委員）
　　組織は、住民主体でできるのを待つ形ではない。
（狼委員）
　　規則をつくるのは良いが、規則の中の活動のあり方を住民主体の形にすれば、答申の主旨は生きる。
（相川会長）
　　狼委員と稲見委員の考え方は、この表現を変えることによって調整できると思う。
（狼委員）
　　（５）ある程度コミュニティ組織が軌道に乗った段階では、できるだけ住民主体の組織へと移行する。と改めて書くからおかしくなってしまう。
（河村委員）
· 答申の基本姿勢は、部会でも話してきたが変わっていない。
　住民主体で、手弁当で何の保証もないままでは現実的に極めて難しい。

· 準公務員的な扱いであれば誇りを持ってできる。
· 誤解されやすい５項目を住民主体を前面に出すようにすれば、
全体の流れとして特に問題はないような気がする。
（相川会長）
　　できるだけそういう方向の表現にしたい。
　　　　　　　　休　　　　　　　憩

（相川会長）

　　次は、河村委員お願いします。
（河村委員）
· 地域まちづくり協議会部会（案）をベースに話をしたい。
· 第１３回の地域まちづくり協議会部会は、もう少し具体例を
挙げようということで、各委員から意見を書面にて提出いただき、それをとりまとめた。
· その原案を７月１６日の起草部会で検討し一部修正を加えた
ものが今回の７月２１日の部会
案である。
· 部会は、これを最終にして今後は起草部会で全体のバランスを
とる形でまとめていただきたい。
· 今回、提出の地域まちづくり協議会の立ち上げ（案）を読み上
げる。
（稲見委員）
· （６）「地域まちづくり協議会の立ち上げ」の中の、２）「モデ
ル地区について」の、①「公募を原則とする」ということについて、「応募者資格」に、「個人でも団体でも可とするが、団体が望ましい」、「個人でも」というのは、どういうことを想定されているのか。
· まちづくり協議会のメンバーとして個人が入るというのはわ
かるが、モデル地区として公募を受け付けるときに、個人というのはどういうことを想定しているのか。
（河村委員）
· 現実的にはあまり有り得ないが、例えばＮＰＯの組織が必ず
しもはっきりしていない段階で、やる気のある人が出られて、そういう意味で個人はだめですということではないという意味で、こういう書き方をしている。
· ただ現実的に、何かイベントをやるという形になれば、実際
は個人でやるということはまず不可能でしょうね。
（狼委員）
· 地域まちづくり協議会は、団体だけではなくて個人も入ってよ
いという建前がある。
· そこで協議会を一人で頑張ってつくろうとしている人を拒み
ませんという意味でありこれは原則的な考え方である。
（稲見委員）
　　わかりました。
（龍田委員）
· 「まちづくり協議会の立ち上げ」の「前提」の中で、１モデル
地区５０万円が前提とあるが、予算が付かない場合はできないということですか。
· できるならばその裏付けをどうするかを詰めておかなければ
いけない。
（河村委員）
· 今度の予算のときに、それがないと前に進まないので、ある意
味行政へのお願いというか、プレッシャーをかけることである。

· 現実的にお金がなければ、広報ながれやまで全市推進会議を
呼びかけることも難しい。
· やはり予算が下りて、行政が認めて初めてまちづくり協議会
の一歩が進みだす。
（龍田委員）
　　そういった中で、応募がもし多かった場合はどうするのか。
（河村委員）
　　・応募が多かった場合は予算の関係もあるので、今の市民活動推
進センターでやっている提案調整会議のような手法を取り入れ、

応募者が多ければ予算に応じて決定するということになる。
· その場合は、全市推進委員会が立ち上がっていれば、審査会
を公開というかオープンにする可能性がある。
· 地域まちづくり協議会をつくるためにも全市推進委員会を建
議にしっかり盛り込んで、市長に提出することが必要である。
（稲見委員）
· まちづくり協議会そのものは、答申では小学校地区ごとに立

ち上げることが望ましいと謳っている。
· 実態は、小学校地区よりも狭い範囲とか、２小学校地区にま
たがっている地区と色々あるがその辺はあまりこだわらないで進めてく考えなのか。
（河村委員）
· 公募する形でスタートするモデルの場合は、必ずしも小学校単

位で束縛できないかも知れない。
· しかしそれを核として地域まちづくり協議会をつくっていく
段階では、１５の小学校単位で持っていくようにリードすること

が大切である。
（狼委員）
· 原則は小学校区にしておかないと、モデル地区事業をやる意味がなくなってしまう。
· 小学校区より狭い範囲で核となる団体が手を挙げて、それを広げていく活動としてのモデル事業の方向ならよいと思う。
· 小学校区が二つ三つにまたがっているところをモデル事業に
するのは、私自身はどうかと考えている。
· 私の自治会のように、小学校区が二つに分かれているところは
どうするのかは、今後精査しなければいけない。
（河村委員）
　　それがもちろん原則ですね。
（相川会長）
　　今ここに書いてあるモデル地区の中で、小学校を外れてもっと広くなるところはありますか。
（龍田委員）
　　八木南が、二つの小学校区である。
（河村委員）
· 私は八木南小学校で考えているが、現実的には必ずしも簡単

でないこともわかった。
· 過去４０年近い歴史を持つ八木モデルコミュニティの実績を
生かすという意味では、新旧の住民の調和もよい八木南小学校区か長崎小学校区のどちらかがモデルになってもらいたいと期待している。
（長岡委員）
　　流山１丁目から８丁目には、流山北小は入っていないのか。
（河村委員）
　　・流山１丁目から８丁目には、流山小だけで流山北小は入っていない。

　　・参加条例をつくる中に、行政だけでつくるのではなく全市推進会議のメンバーや市民から公募するような形にして、コミュニティ条例で規定されるような内容をその中に入れた市民参加条例をつくってもらうことが重要である。
（狼委員）
　　全市推進部会は、コミュニティ条例を後回しにしているがその辺を調整しないといけない。
（稲見委員）

· 市民参加条例の作成実行委員会ができるときに、コミュニテ
ィ条例も含めて、つくってほしいという要望を審議会でするのかどうか。
· コミュニティ条例が早急にできなくても市民参加条例の中で
きちんと整理できるのであれば、それはそれでいいのではないかなと思う。
（狼委員）
· コミュニティ条例は、全国的に見てもあまり例がない。
· 武蔵野市にあるコミュニティ条例は、施設の管理について書
いてあり、コミュニティのソフト面に関することがない。
（河村委員）

　　佐倉市では、協働の内容を入れた市民参加条例をつくっている。
（相川会長）
· 流山市自治基本条例が制定され、市民参加条例がタイムスケ
ジュールで来年つくるということが決まった。
· 最大限その中に考え方を盛り込む努力はしていかなくてはな
らない。その場合、コミュニティ条例という表現は混乱を来たさないように取扱っていかなければならないので、とりあえずは市民参加条例に傾注する。
（佐藤委員）

　　・市民参加条例がどんな形でつくられるかが大きなポイントである。

· 改めて自治基本条例を見直すと４条から１５条までを踏まえ
て参加条例をつくると書いてある。
· 恐らく私たちが考えているコミュニティ条例的市民参加条例
になるかどうかのポイントは、第１５条の中身がどれだけ具体的に書かれるかによる。コミュニティは、６条で出てくるが、これはコミュニティの定義的な話である。制度設計的な話は、この１５条の協働によるまちづくり条例ということが書かれている。
· 第１５条第１項「市民等、市及び議会は、地域課題を解決し、
豊かな地域社会を実現するため、協働によるまちづくりを行うものとします。」が目的に該当する。
· 第２項「市は、協働によるまちづくりの推進に当たっては、必
要に応じて地域コミュニティ又は事業者との間に、互いの役割等を定めた協定を締結することができます。」これが例えば推進委員会をつくりましょうという、協定になるのか。
· 第３項がまた関連があって、「市は、協働によるまちづくりを
効果的に推進するための制度の整備に努めなければなりません。」と書いてある。
· この「制度の整備」という中に、私たちが提案するような制度
をつくりますということが、書かれるのか書かれないかによって成否が多分決まる。
· 建議書には、コミュニティ条例という言葉を入るかどうかわ
からないが、第１５条を引っ張り、「協働によるまちづくり条例」的なものをきちんと盛り込むべきである。
· 非常に新しい試みなので、地域まちづくり協議会あるいは全
市コミュニティ推進委員会を総合計画の後期基本計画も含めて位置づけておく必要がある。
（河村委員）

· 企画政策課が市民参加条例をつくるとなると、なかなか我々
の思っていることが理解されない。
· 副市長の話ではないが、コミュニティ課が中心となって市民
参加条例をつくるのなら、当然コミュニティ審議会の答申なりを必ず生かしてくれるものと、強く期待している。
（狼委員）
· 市民参加条例と言っているが、何か市長の説明を聞くと、期
待外れな条例になりそうである。
· 攻め方としては、１６条でつくるとあるが、解説だと「第４条
及び第１１条から１５条に規定する事項を踏まえ」と書いてある。
· 「踏まえ」だとどこまで踏まえるのかわからない。１５条の条
例は要らないから、そこに１５条と同じものを入れろと強く提言するかどうか。
（佐藤委員）

　　１５条で制度設計に努めると書いてあるから、その具体化をこの参加条例の中に盛り込めという形にするか。
（狼委員）

　　そういう言い方をしないと、いつになったらできるかわからない。
（佐藤委員）

· １６条を読むと、一般的な参加条例というのは、「知る権利」、
「情報共有の権利」、「説明責任の権利」というような、いわゆる一般的な行政への参加の権利を書くのが、一般的な参加論である。
· そこには、自治的概念は入っていない。
· せっかくこの１５条で書いている「協働によるまちづくり」と
いうのは自治基本条例に入っているから、この具体化を参加条例にも入れてほしいと言わないと、一般的なＰＩ手法の市民参加条例で終わってしまう。
（事務局）
· 第４章で、「参加と協働」と大くくりにしている。
· その中の１６条で参加条例をつくりなさいということですか
ら、当然言われたように参加条例に含めて考えるということが本来あるはずなんですが。
（佐藤委員）

· 協働の概念を明確に位置づけている自治体は、そんなに多く
ない。
· 男女共同参画にしても、協働という言葉は非常に使いやすいか
ら結構使っているが、それは行政と住民の役割分担を明確にすることで使われているのが一般である。

· 答申で書かれたような本当の意味でのパートナーシップとし
ての協働という概念で条例を書いているというのはほとんどない。

· 本来の自治、市民がガバナンスするということの意味で捉え
ている自治基本条例は、私が知る限りでは多くない。
· ありとあらゆるチャンスで審議会の考えを主張しておくのは
大事だ。
（相川会長）
　　我々が前から言っているコミュニティ条例をどうするかは、慎重に表現したい。
　　
（佐藤委員）

　　ちょっと気になったのは、このモデル事業は１年間でよいかという点である。

（相川会長）

· もう少しこのことは検討したほうがよい。
· 私はやっぱり、５０万を３年ぐらい出したほうがよいのでは
ないかと。

· Ａ地区を１年で終わりというのではなく、Ａ地区３年間ぐら
いは補助したほうがいいのではないか。
（狼委員）
　　・モデル事業を１年補助し、すぐ本格的活動してくれるのか。

・私は、やはり２、３年は続けるべきではないかと思っている。
（佐藤委員）

　　やっぱり１年だと、つくって議論して終わってしまう。そこから教訓とか成果を導き出して、制度設計に反映するとなるとやはり１年では無理なので、２年から３年は支援していくことでどうか。
（河村委員）

　　初めから３年というのは、なかなか行政としては受けづらいのではないか。
（稲見委員）
　　別の話ですが、推進委員会を立ち上げて推進していますが、その推進委員会の初年度の役割として、市民参加条例案をつくるということを盛り込んでおけば、私たちの考え方は相当入るのではないか。
（相川会長）
　　市民参加条例は、委員を公募してやっていくというようですが我々が今言った推進委員会で参加条例をつくる案もある。
（稲見委員）
　　我々が考えているような市民参加条例にしやすくなるのではないか。
（相川会長）
　　推進委員会は、ある種目玉であり、できるだけこの推進委員会を来年何とかするということを、我々は建議に盛り込むことが大切である。
（河村委員）
　　市民参加条例は公募だというのは、はっきりしたのですか。
（事務局）

　　まだ具体的には決まっていません。
（狼委員）
　　自治基本条例の流れだと、すぐ市民協議会方式が思いついてしまうが。
（事務局）

　　基本条例が制定されていますから、その理念に則ってつくらなければならない。
（狼委員）
　　ＰＩを使うことは、必須条件になっているのか。
（事務局）

　　やらざるを得ない現状である。
（相川会長）
· 主として起草委員会をベースで今後いきたいと思っている。
各部会は解散というのではなく、必要に応じてまた役割があるかもしれない。部会は部会でまだ存続していただきたい。
· 人材育成部会は実質遅れているということと、先ほど行政か
ら報告がありました研修会もリンクしていることから、これからエンジンをかけたい。
· 梅谷委員の試案の中に、今まで人材育成部会で検討したことが
入っている。
· 具体的には試案の中の、三つのくくりがあり、裏面にそれぞれ
の説明がある。
· この考え方に基づいて、具体的な数字や計画をつくりたい。
　　
（狼委員）
· 総合計画の後期基本計画についてですが、恐らく２３日の総
合計画審議会で素案が出される。
· ８月２９日と９月５日に、地区別のタウンミーティングが開
かれる。
· 自治会に対する総合計画に関する意見ヒアリングの場という
のが、タウンミーティングなのである。
· 下手するとガス抜きに終わってしまう恐れがあるので、各自治
会に素案を送付して、自治会でよく議論してタウンミーティングに臨むよう要請はできないか。
（事務局）
　　それができるかどうかは、担当課が企画政策課なので何ともいえない。
（狼委員）
　　自治会として議論して意見を言ってもらったほうが、深みのある議論ができると思うが。
（河村委員）

· まちづくり協議会が主体になることを前提に、自治会連合が
中心になっていく形と、ＮＰＯが中心になっていく形、それからもう一つは社協が中心になっていくパターンがある。
· 今の流山だったら自治会なり自治会連合が中心になるの
がまず主力だろうという実感がある。
· 企画政策課はその辺をどう認識しているのか、自治会よりも
ＮＰＯなり市民団体が今後力になっていくと捉えているのか。
ＮＰＯはそれだけ今流山で力を持っているのか。
（事務局）
· この公益事業補助金のところを見ると、当初は手を挙げてい
ましたが、今ちょっと下火になっている感じがする。
· いかに行政と団体がまたは市民のために一緒にやっていくか
がまだ見受けられないのが現実だと思う。
· 自治会は、自治会の一つの中で一生懸命だと思う。そこで連合
が幾つかあって今いろいろ答申いただいている部分、これがいかに発展していくかという状況ではないかと考えている。
· 当然そこに行政が変わっていかないと、言葉だけになってし
まう気はしている。やはり外に出向かないとだめだという感じで、今思っている。
（河村委員）

· 今おっしゃられたＮＰＯは、私もそういう感じである。
· ＮＰＯは、お金が必要だからこの公益事業に申請され、自分の
ためというような感じがものすごく強い。
· 市民のためにＮＰＯが中心になってまちづくり協議会をつく
っていこうというような意欲は現時点では残念ながら感じられ
ない。
（事務局）
　　まだ難しいところである。
（佐藤委員）

· 自分の目的達成のための集団が、ある意味ＮＰＯである。
· 自己満足で終わるのもあって当然であり、自治会はそうではな
い。トータルにものを考えて自ら治めるという、このまちを治めていくという意識がどこかにある。
· ＮＰＯと自治会は、まったく質が違う。
（狼委員）
· ＮＰＯでも活動の核となり得るのは、幾つかあると思うが、た
だ全般的に少ないのではないか。
· 前に調べたのは、小学校区単位で活動しているＮＰＯが本当
にあるのか、私自身も疑問に思っている。
（佐藤委員）

　　ＮＰＯも連携しあうという関係である。
（河村委員）

　　核を自治会なり自治会連合にしながら、ＮＰＯとつながりを持つというのが現実的であるという感じがする。
（相川会長）
　　福祉サービスで、例えばユー・アイネットと自治会の連携というのは、十分可能だ。今後、この協議会の事業を発展させるためには、そういう考え方も必要だと思う。
（河村委員）

· 社協も同じことで、このまちの自治の問題を彼らが積極的に
多分やらないと思う。
· 福祉のことは彼らは専門家だから、我々が自治会を中心にま
ちづくり協議会を立ち上げる中で、福祉部門についてはあなた方の力を貸してほしいと、一緒にやりましょうという感じであり、他の安心安全、教育、環境問題は、やはり自治会が中心になったまちづくり協議会がやることが現実的で、佐倉市はその実例をすっきりした形で紹介してくれました。
（狼委員）
· 非常にいろんな活動の差があると思うが、ただ、福祉と名をつ
けて何でも活動に入れている。
· だから福祉部だけに限定せずに、例えば防災福祉という名前
　　をつけて、防災と福祉をくっつけて活動していることもどこかの
計画で見た気がする。
（佐藤委員）
　　・わたしは今、防災関係でつくばをモデルに、災害が起きてもそ
の地域のケアシステムをどう持続できるかというのを、今年から
研究スタートしている。
· 今、国のほうでも要援護者の災害時の避難支援ガイドライン
というのを国が発表し、各市町村がそれをつくることになっている。
· そのとき問題になるのは、高齢者で寝たきりの方を誰がどこ
に連れていってあげられるというのを考えたときに、人手不足である。
· 社協の皆さんとか民生委員の皆さんに協力してもらうことに
なるが、そちらも手がいっぱいで地域でそれを支えあうことになる。
· つまりここで言うまちづくり協議会的なレベルで考えていか
ないととても対応できないことがわかってきている。
· 福祉と災害を絡ませて考えていくと、相当地域との関係性が
見えてくる。
· 協働の概念で地域で見守りあうことを考えると、連携を取ら
ざるを得ない状況というのは数多くある。
（狼委員）
　　私の考えは、あまり「誰が誰が」ではなくて、できるだけ多くの人が参加して、それでうまくネットワークをつくっていくような場が地域協議会であると思っている。
（相川会長）

　　５時になりましたので、この続きは次回以降に行ないたいと思います。本日はお疲れ様でした。



